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1. 研究の背景と目的 

近年、低炭素社会の実現に向けて、公共交通の役割が

重視されつつある。 

これは、都市内交通はもとより、地域間の長距離移動

においても同様である。しかし、日本における交通の現

状として、高速道路の無料化が実施されるなど、特に地

域間長距離移動における公共交通機関を取り巻く状況は

厳しさを増しており、低炭素社会の実現に向けた交通分

担のあるべき姿と乖離しつつある。 

 そこで本研究では、地域間の長距離移動に着目し、そ

の利用交通手段の選択意識構造を分析して、公共交通の

利用促進方策を探ることを目的とする。 

 その分析方法は以下の通りである。 

①得点評価型 AHP(Analytic Hierarchy Process)の開発

と評価意識特性分析への応用 

本研究では、被験者の評価負担と分析者の解析負担を

同時に軽減可能な「得点評価型 AHP」を新たに提案す

る。この新手法を活用して、札幌-函館間の長距離移動

を想定し、その利用交通手段選択における評価意識構

造を分析する。さらに、札幌-函館間の延伸が計画され

ている新幹線を代替案に加え、現状の交通手段と新幹

線を比較し、新幹線延伸のインパクトを分析する。 

②クラスター分析による価値別グルーピング 

 各被験者の評価要因ウエイトを指標値として設定し、 

利用交通手段選択における価値観別グルーピングを行

う。その分類結果から、利用者の類型分析と実利用交

通手段との関係性について分析する。 

③JR 在来線への転換必要水準分析 

JR 在来線へ転換する際に必要となるサービス水準を

分析し、求められる改善要因と水準を把握する。さら

に、この水準と新幹線の評価を比較する。 

 

2.AHP における得点評価法の提案 

2-1.既存 AHP 手法について 

 AHP は Saaty T.L によって提案された手法で、不確定

な状況や多様な評価要因を有する問題を、主観的判断と

システムアプローチによって数量化する意思決定手法で

ある。これは、①最終目標、②評価要因、③代替案の 3

つの階層からなり、主に、「プロセス A：最終目標に対す

る評価要因の重要度評価」、「プロセス B：各評価要因に

対する代替案の評価」のプロセスを経る。 

 AHP のオリジナル手法である相対評価法 1)は、プロセ

ス A および B を、一対比較によって評価し、その結果

から総合評価結果を算出する。しかし、評価要因および

代替案が多数となった場合、被験者の評価負担は増大す

る。また、代替案が追加された場合、一対比較を再度行

う必要があること等の問題が指摘されている。 

また、AHP における絶対評価法 1)は、プロセス B につ

いて「よい」、「悪い」などの絶対的評価水準を用いて評

価する手法であり、被験者の評価負担軽減を実現した。

しかし，「よい」、「悪い」などの評価水準のウェイトは別

途算出する必要がある。 

さらに、相対位置評価法 2)は、プロセス A の評価を数

直線上の位置で行い、その位置データを変換して重要度

を算定する手法であり、被験者の評価負担軽減を実現し

た。しかし、位置データの計測と入力において、分析者

に多大な負担が掛かることが問題であった。 

表-1 に、既存 AHP の評価回数比較を示す。 

 

表-1 既存 AHP 手法の評価回数比較 

プロセス 
A.評価要因の評価 

評価要因数 (N) 

B.各代替案の評価  

代替案数 (M) 

相対評価法 
一対比較 

評価回数｛(N(N-1)/2)｝ 

一対比較 

評価回数｛N・M(M-1)/2｝ 

絶対評価法 
一対比較 

 評価回数｛N(N-1)/2｝ 

絶対評価 

評価回数｛N・M｝ 

相対位置評価

法 

位置比較 

 評価回数｛N｝ 

絶対評価 

評価回数｛N・M｝ 
 

2-2.AHP における得点評価法の提案 

 2-1 節で述べたように、既存 AHP の各手法は、被験者

あるいは分析者に過度な負担を与えることや、代替案追

加時に不都合が生じるなどの問題点がある。 

 そこで本研究では、上記の問題点を解消する新手法と

して、得点評価法を提案する。これは、プロセス A およ

び B を、相対的に比較しながら得点により評価する手法

である。これにより、被験者の評価回数は、相対位置評

価法と同数となり、被験者負担は相当程度軽減できる。 

 以下に得点評価法の算出方法を述べる。 

Step.1 各評価要因 Cnについて、それぞれの重要度を比較

しながら 1～100の得点 Snで表-2に示すように評価する。 

 

表-2 各評価要因の得点評価例 

評価要因 C1 C2 … Cn 

得点 S1 S2 … Sn 
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Step.2 表-2 に示す各評価要因の各スコアのデータを基に、

式(1)に示す変換マトリックスを構築する。この変換マト

リックスにより、得点データを一対比較データに自動変

換する。このマトリックスを用いて、既存の固有値法と

同じプロセスで各評価要因ウエイトを算出する。 

                    

 ＝

  

  

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
   

  

  

 
  

  

  

  

   
  

  

     

  

  

 
  

  

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     

 

Step.3 代替案の評価は、絶対評価法に準拠して、0～100

点の素点をそのまま用いる。これにより、相対評価法の

各種問題点が緩和される。 

 

3.利用者意識調査の概要 

3-1.AHP の階層図の設定 

3-1-1.評価要因の設定 

 長距離移動における、交通手段評価要因を設定するた

め、北海学園大学工学部都市・地域計画研究室内でブレ

ーンストーミングと KJ 法を実施した結果、表-3 に示す 6

要因が設定された。 

 

表-3 評価要因とその説明 

料金 移動にかかる費用の安さ 

時間 目的地までの所要時間の短さ 

環境負荷 移動中に排出される CO2等の環境負荷の低さ 

安全性 移動中に事故に遭わない等の安全性の高さ 

移動時疲労 移動に伴う肉体的疲労の少なさ 

移動時快適性 移動中の楽しさ、精神的快適性の高さ 

 

3-1-2.代替案の設定  

本研究では札幌駅～函館駅間をルートとして設定し、

その移動手段として、表-4 に示す 6 代替案を設定した。

また、代替案評価の際に各移動手段の料金、時間、環境

負荷を参考情報として表-4 のように提示した。 

 

表-4 時間、環境負荷、料金の参考値 

代替案 料金(円) 時間(片道)3) 環境負荷(kg)4) 

JR 在来線 
8,590 3 時間 35 分 6.1 

2010 年 10 月 15 日時点の特急 

高速バス 
4,680 5 時間 15 分 15.8 

2010 年 10 月 15 日時点の道南バス 

自家用車 

(高速道路) 

3,599 4 時間 38 分 53.6  

16.5km/L5)、133 円/L6)、高速 1000 円 

自家用車 

(一般道) 

2,373 5 時間 39 分 45.0 

16.5km/L6)、133 円/L6) 

飛行機 
18,240 2 時間 21 分 65.4 

2010 年 10 月 15 日時点の ANA 便 

新幹線 

(推定) 

8,060 1 時間 15 分 4.0 

開通後の推定料金 7) 

3-2.調査実施概要 

 利用者意識調査の実施概要を表-5 示す。 

 

表-5 実施概要 

配布期間 2010 年 10 月 28 日(木)～11 月 2 日(火) 

場所 札幌市内 10 区 

配布・回収 

方法 

ポスティング(2800) 

依頼配布(200) 

回収数 365(回収率 12.17%) 

有効回答数 300 

調査項目 

・被験者属性 

・AHP の評価要因の評価 

・AHP の代替案の評価 

・転換必要水準の評価 

 

3-3.被験者属性 

被験者の属性を図-1 に示す。 

 

 

図-1 被験者属性 

 

 

4.AHP による長距離移動交通手段評価 

4-1.評価要因ウエイト 

 属性別の評価要因ウエイトの分析結果を図-2 に示す。 

 

 

図-2 属性別評価要因ウエイト  

 

図-2 より、まず全体の結果を見ると、環境負荷が最も

低いことがわかった。また、免許保有の有無で比較した

場合、免許未保有の被験者は環境負荷を重視している傾

向がわかった。一方、免許保有の被験者は、料金や、時

間、移動時の快適性を重視していることがわかった。 
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4-2.代替案の総合ウエイト 

 各代替案の総合ウエイトを図-3 に示す。また交通分担

率を図-4 に示す。 

 

 

図-3 代替案総合得点の比較グラフ 

 

 
図-4 交通分担率 

 

 図-3 より一般道、高速道路が低く、公共交通が高い評

価となった。また、新幹線は他の手段を大幅に上回る評

価となった。 

しかし図-4 から、JR 在来線(44.2%)より自家用車(一般

+高速=47.5%)の利用者の方が多いことがわかる。これは

以下の原因があると推測される。 

①本調査では札幌駅～函館駅間の移動に限定して評価し

ている。 

②よって、被験者の居住地によっては JR より自家用車

の方がアクセス等の利便性に優れているため、JR の評

価は高いものの実際には自家用車を利用するケースが

多い。 

③函館に到着後、現地移動の際、自家用車の方が利便性

が高いため自動車利用が多くなっている。 

④よって、パークアンドライドの強化や現地レンタカー

パック等の強化は利用増加において効果的であると推

察される。 

 

5.クラスター分析による属性別グルーピング 

 各被験者の評価要因ウエイトを用いて、クラスター分

析によってグルーピングを行う。この際、ユークリット

距離法とウォード法を使用した。 

 本研究では 3 つのクラスターを設定した。各クラスタ

ーの評価要因ウエイトを図-5 に示す。また各クラスター

の交通分担率を図-6 に示す。 

 

図-5 クラスター別評価要因ウエイト平均 

 

 

図-6 クラスター別交通分担率 

 

 図-5、6 から次のことが考察される。 

①図-5 より、第 1 クラスター(N=50)は、料金と時間を重

視しているが環境負荷を重視していないグループであ

ることがわかった。また、図-6 から、第 1 クラスター

の交通分担率をみると、自家用車(一般、高速を含む)

が全体の 70.0%を占めていることがわかった。これら

の結果から、料金や時間を重視し、環境負荷を重視し

ていない傾向がある人々は、自家用車を利用する確率

が高いことがわかった。 

②第 2 クラスター(N=183)は、全要因を同程度重視してい

ることがわかった。 

③第 3 クラスター(N=69)は、総計と比較すると、安全性

や環境負荷を重視し、時間や料金はあまり重視してい

ないグループであることがわかった。また、図-6 から

交通分担率をみると、JR 在来線の利用者が 66.7%を占

める。これらの結果から、環境負荷や安全性を重視す

る人々は JR を利用する確率が高いことがわかった。 

 

6.転換必要水準 

6-1.転換必要水準の分析 

 本研究では AHP の代替案評価プロセスにおいて、JR

の転換必要水準を尋ねる項目を設定した。転換必要水準

とは、現在利用している交通手段から任意(本研究では

JR 在来線)の交通手段に転換する際に必要となる各評価

要因の水準である。 

 

6-2.転換必要水準の分析結果と考察 

転換必要水準と JR 在来線、新幹線を要因ごとに比較

した結果を図-7 に示す。また、転換必要水準、JR 在来線、

新幹線の総合ウエイトを図-8 に示す。 
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図-7 JR 在来線、新幹線、転換必要水準の比較 

 

 

図-8 JR 在来線、新幹線、転換必要水準の総合ウエイト 

 

図-7 から、JR 在来線と転換必要水準を比較した場合、

全要因で、転換必要水準が上回る結果となった。一方、

新幹線は安全性以外の要因で転換必要水準を上回ってい

た。 

また図-8 より、総合ウエイトでは新幹線が大きく転換

必要水準を上回っていることから、新幹線の札幌延伸に

より、多くの利用者が新幹線に転換することが推察され

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.おわりに 

 本研究の分析結果から、以下のことがわかった。 

①評価要因ウエイトの分析結果から、全体的に、環境負

荷への意識が低いことがわかる。特に免許保持者の環

境意識が低い。このことから、ドライバーへの環境意

識を高める必要があり、公共交通転換の有効な方策に

なり得る。 

②代替案評価の結果から、新幹線の評価が特に高いこと

がわかった。このことから、延伸による自動車からの

転換が大いに期待できる。 

③クラスター分析の結果から、環境負荷への意識が高い

人は JR を利用する傾向があることがわかった。よっ

て、自家用車利用者に環境意識の向上を働きかけるモ

ビリティマネジメント(MM)は効果的であると推察さ

れる。 

④転換必要水準の分析から、新幹線は安全性以外の要因

で上回っており、札幌延伸により多くの利用者が他の

交通機関から新幹線に転換する可能性が高いことが推

察された。 
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